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プロポーザル方式・コンペ方式（測量等以外） 

の取扱いについて（案） 
 

令和 4年 2月 福島県入札監理課 

 

 

令和２年度行政監査結果報告を受け、県の統一的な取扱いを定めるため、下記のとおり制

定する。 

 プロポーザル方式・コンペ方式（測量等以外）の概要 

１）対象業務 ・地方自治法施行令第 167 条の２第 1 項第 2 号の規定に基づき、

競争入札に適さない業務。 

・プロポーザル方式等を採用する場合は、その必要性を十分に検討

し、競争入札に適さず、真に必要と認められる理由及び根拠を明

示の上、決定する。 

 
※ただし、下記業務を除く。  

・工事 

・工事の設計、工事に関する調査及び測量 

・地方公共団体の物品又は特定役務の調達手続きの特例を定める政令（平成

7 年政第 372号）の適用対象業務 

２）参加資格 ・地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当しない。 

・募集する業務の概要や参加資格等を定めた募集要領（以下、「募

集要領」という。）を公示した日から契約締結日までの期間におい

て、入札参加資格停止期間中でない。 

・会社更生法、民事再生法手続き中でない。 

・暴力団、暴力団員、社会的非難関係者でない。 

・県税を滞納している者でない。 

・消費税又は地方消費税を滞納している者でない。 

・その他、業務の内容に応じて必要な事項を定めることができる。 

３）募集期間 ・多くの事業者が参加できるよう、十分な期間を確保する。 

４）企画提案書の

失格 

・募集要領等で示す条件に違反した企画提案書 

・虚偽の内容が記載されている企画提案書 

・プロポーザル又はコンペ審査委員会（以下、「審査委員会」とい

う。）の委員又は関係者に企画提案書に対する援助を直接的又は

間接的に求めた者が提出した企画提案書 

※企画提案書を失格とした場合、審査委員会に報告する。 

 

 

資料５ 

１ プロポーザル方式・コンペ方式（測量等以外）実施要領等の概要について 
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 令和４年４月１日以降に募集要領を公示するものから適用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）審査委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜審査委員会の構成＞ 

・公正性、透明性を確保するために、当該業務に詳しい外部の有識

者や他部局の職員を含めること。 

＜審査委員会の事務＞ 

・企画提案書の評価基準等を示した募集要領の策定 

・企画提案書の審査及び最優秀提案者又は最優秀提案の選定 

＜審査方法＞ 

・第一次審査  

企画提案書の書面審査によりヒアリング対象者の選定 

・第二次審査 

ヒアリングにより最優秀提案者又は最優秀提案を選定 

※ただし、業務の内容がこれに適さない場合は審査委員会において別に定

めることができる。 

６）審査結果の 

公表 

・透明性を確保するため、審査委員会審査日、契約候補者等を公表

する。 

７）選定されなか

った者に対す

る理由の説明 

・契約候補者に選定されなかった者はその理由の説明を書面により

求めることができる。契約権者は書面により回答する。 

８）発注見通しの

公表 

・部局ごとに公表する。 

・入札監理課は県の発注見通しを公表する。 

９）監視委員会で

の審議 

 

・運用状況を必要に応じて審議する。 

２ 適用年月日 
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各都道府県の策定状況は下記のとおり。 

プロポーザル方式 

統一的な取扱いの定めの有無 

コンペ方式 

統一的な取扱いの定めの有無 

 有 ３８  有 ９ 

業務全般 ７ 業務全般 ２ 

建設工事のみ ０ 建設工事のみ ０ 

測量等のみ １２ 測量等のみ １ 

建設工事及び測量等のみ ０ 建設工事及び測量等のみ ０ 

その他 

(1)工事関連とそれ以外の業務で分

けて規定 

(2)工事関連を除く業務の中で対象

業務を特定 

例）役務の提供のみ 

 

(3)部局毎に定める 

１９ 

(13)  

 

(2) 

 

(2) 

その他 

(1)工事関連とそれ以外の業務で分

けて規定 

(2)工事関連を除く業務の中で対象

業務を特定 

例)広報物作成を除く委託業務、 

 物件等 

(3)部局毎に定める(実績無し) 

６ 

(3) 

(2) 

 

(1) 

 無 ８  無 ３７ 

  

【傾向】 

・業務の種類ごとや金額に応じて規定を定めているところはない。 

・工事関連と工事関連以外の業務を分けて定めているところが多い。 

・必要最低限の規定をしている。 

 各都道府県の状況（参考） 

別 紙 
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福島県プロポーザル方式・コンペ方式（測量等以外）実施要領（案） 

（制定令和○年○月○日総務部長依命通達） 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、福島県財務規則（昭和39年福島県規則第17号。以下「規則」とい

う。）第296条第2項の規定に基づき、福島県が発注する業務において、プロポーザル方

式又はコンペ方式を実施するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、「福島県が発注する業務」とは、工事、工事の設計、工事に関

する調査及び測量並びに地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

政令(平成7年政第372号)の適用対象案件以外の業務をいう。 

２ この要領において、「プロポーザル方式」とは、企画提案書を公募し、企画内容や業務

遂行能力等が最も優れた企画提案者を選定する方式をいう。 

３ この要領において、「コンペ方式」とは、企画提案書を公募し、最も優れた企画提案を

選定する方式をいう。 

３ この要領において、「契約権者」とは、規則第2条第11号に規定する契約権者をいう。 

 

（対象業務） 

第３条 対象業務は、福島県が発注する業務のうち、地方自治法施行令第167 条の 2第 1

項第2号の規定に基づき、「競争入札に適さないもの」に該当し、プロポーザル方式又は

コンペ方式（以下、「プロポーザル方式等」という。）を実施するものとする。 

２ 契約権者は、福島県が発注する業務にプロポーザル方式等を採用する場合は、その必

要性を十分検討し、競争入札に適さず真に必要と認められる理由及び根拠を明示の上、

決定する。 

 

（参加資格） 

第４条 企画提案書を提出する者（以下、「提出者」という。）に必要な資格（以下「参加

資格」という。）は次のとおりとする。 

（１）地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しないこと。 

（２）募集要領を公示した日から契約締結日までの期間において、県における入札参加

資格制限措置要綱の規定に基づく入札参加制限中の者でないこと。 

（３）会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てをした

者若しくはなされた者（同法第41条第1項に規定する更生手続き開始の決定を受け

た者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開

始の申立てをした者若しくはなされた者（同法第33条第1項に規定する再生手続き

開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

 （４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。）第2

条第2号に規定する暴力団（以下、「暴力団」という。）に該当しないほか、次に掲

げる者でないこと。 

ア 役員等（提出者が個人である場合にはその者を、提出者が法人である場合には
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その役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下、

同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77

号）第2条第6号に規定する暴力団員（以下、「暴力団員」という。）。 

    イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者。 

    ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者。 

    エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい

る者。 

    オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者。 

 （５）県税を滞納している者でないこと。 

（６）消費税または地方消費税を滞納している者でないこと。 

２ 参加資格については、前項に定める事項のほか、業務の内容に応じて必要な事項を定

めることができるものとする。  

 

（募集要領の公示） 

第５条 契約権者は、手続きを開始するにあたっては、次に掲げる事項について、募集要

領を策定し、福島県公式ホームページへの掲載により公示する。 

（１）業務名 

（２）業務概要 

（３）業務仕様 

（４）見積限度額 

（５）参加資格 

（６）実施のスケジュール 

（７）手続に関する事項 

（８）企画提案書の記載内容、提出書類 

（９）企画提案書の評価基準、審査方法 

（10）プロポーザル又はコンペ審査委員会を公開で行う場合は、その旨 

（11）企画提案書を失格とする事項 

（12）契約に関する事項 

（13）契約が議会の議決を要するものであるときは、その議決を得たときに契約が成立

する旨 

（14）その他必要な事項 

２ 公示は、募集要領を公示した日から企画提案書の提出期限の日まで行うものとする。 

３ 契約権者は募集要領等に対する質問を受け付け、質問に対する回答を作成するものと

し、福島県公式ホームページへの掲載により周知するものとする。 

 

（参加申込書の提出及び参加資格審査） 

第６条 契約権者は、募集要領において定める期限までに、参加資格の確認のための書類

を参加申込書に添えて提出させ、参加申込書の内容及び参加資格要件の適否を確認し、

その結果を参加希望業者へ通知するものとする。 
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（企画提案書等の提出） 

第７条 契約権者は、提出者に、企画提案書及びその他募集要領において提出を求めてい

るもの（以下、「企画提案書等」という。）がある場合にはその書類を募集要領に示す方

法により提出させるものとする。 

２ 企画提案書等の作成等に要する費用は、提出者の負担とし、企画提案書等の返却は行

わないものとする。ただし、企画提案書等の作成等が提出者に著しい負担を生じさせる

場合はこの限りでない。 

３ 提出後における企画提案書等の内容変更、差替え又は再提出は認めないものとする。 

 

（企画提案書の失格） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する企画提案書は失格とする。 

（１） 募集要領等で示す条件に違反した企画提案書 

（２）虚偽の内容が記載されている企画提案書 

（３）プロポーザル又はコンペ審査委員会の委員又は関係者に企画提案書に対する援助

を直接的又は間接的に求めた者が提出した企画提案書 

２ 契約権者は、前項に基づき企画提案書を失格とした場合、プロポーザル又はコンペ審

査委員会に報告するものとする。 

 

（プロポーザル審査委員会） 

第９条 契約権者は、プロポーザル方式を採用する場合おいて、提案のあった企画提案書

の審査を行い、最も優れた企画提案者（以下、「最優秀提案者」という。）を選定するた

め、プロポーザル審査委員会（以下、この条において「審査委員会」という。）を設置

するものとする。 

２ 審査委員会の委員の構成は、当該業務に詳しい外部の有識者や他部局の職員を含める

ものとする。 

３ 審査委員会は次の事務を担当する。 

（１）募集要領の策定 

（２）企画提案書の審査及び最優秀提案者の選定 

４ 審査委員会による企画提案書の審査は以下による。ただし、業務の内容がこれに適さ

ない場合は、審査委員会において別の方法を設定することができる。 

（１）ヒアリング対象者の選定（一次審査） 

提出者からの企画提案書を審査し、ヒアリング対象者を選定する。 

（２）最優秀提案者の選定（二次審査） 

企画提案書の内容についてヒアリングにより確認を行い、一次審査結果と併せて

最優秀提案者を選定する。 

５ 審査委員会は、前項各号の審査において、提出された企画提案書が審査基準を満たさ

ない場合は、選定しないことができる。 

 

（コンペ審査委員会） 

第１０条 契約権者は、コンペ方式を採用する場合において、提案のあった企画提案書の
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審査を行い、最も優れた企画提案書（以下、「最優秀提案」という。）を選定するため、

コンペ審査委員会を設置するものとする。 

２ 前条第2項から第5項の規定については、コンペ審査委員会において準用するものと

する。 

 

（審査結果の通知） 

第１１条 契約権者は、一次審査によりヒアリング対象者を選定したときは、一次審査を

受けた全員に対して、速やかに審査結果を通知しなければならない。 

２ 契約権者は、二次審査により最優秀提案者又は最優秀提案を選定したときは、二次審

査を受けた全員に対して速やかに審査結果を通知しなければならない。 

３ 契約権者は、一次審査及び二次審査の結果、契約の候補者（以下、「契約候補者」とい

う。）とならなかった者へ審査結果を通知するときは、その通知の日の翌日から起算して

2 週間以内に選定されなかった理由の説明を書面により求めることができる旨を通知す

るものとする。  

４ 契約権者は、前項の規定による説明を求められたときは、速やかに書面により回答す

るものとする。 

５ 第9条第4項の各号とは別の方法で審査した場合における審査結果の通知は、前4項

の規定に準じるものとする。 

 

（評価内容の担保） 

第１２条 契約権者は、契約候補者が提出した企画提案書の内容を仕様書に反映し、契約

の条件として契約の前に契約の相手方に示すものとする。 

２ 企画提案書に基づく履行ができなかった場合において、再度の履行が困難又は合理的

でないときは、契約権者は受託者に対し契約金額の減額、損害賠償の請求、契約の解除、

違約金の請求の対象とすることができる。 

３ 前項の内容は、募集要領に記載するものとする。 

 

（審査結果の公表） 

第１３条 契約権者は、企画提案書の審査結果について、以下の項目を速やかに福島県公

式ホームページへの掲載により公表するものとする。 

（１） 業務名 

（２） 業務の概要 

（３） 履行期間 

（４） 公示期間 

（５） プロポーザル又はコンペ審査委員会審査日 

（６） 契約候補者 

（７） その他必要な事項 

 

（企画提案書の取扱い） 

第１４条 契約権者は、企画提案書を公表しないものとする。ただし、予め募集要領にお

いて公表する旨を明示している場合は、この限りではない。 
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２ 契約権者は、提出者の了承を得ることなく企画提案書の一部のみを採用することはで

きないものとする。 

 

（発注見通しの報告） 

第１５条 契約権者はプロポーザル方式等により発注することが見込まれる業務がある場

合は、発注する当該年度の4月10日までにプロポーザル方式等発注見通し（様式第1

号）を作成し、予算主管課長に送付するものとする。 

２ 予算主管課長は前項において送付のあったプロポーザル方式等発注見通しを各部局等

ごとに取りまとめ、4月20日までに福島県公式ホームページにおいて公表を行い、公表

したプロポーザル方式等発注見通しを入札監理課長へ提出するものとする。 

３ 入札監理課長は4月中に福島県公式ホームページ（入札監理課ページ）において県の

プロポーザル方式等の発注見通しを公表するものとする。 

４ 契約権者は第1項において作成した発注見通しの変更や補正予算成立により新たな発

注が生じた場合は、速やかに予算主管課長にプロポーザル方式等発注見通しを送付する

ものとする。 

５ 予算主管課長は前項において送付のあったプロポーザル方式等発注見通しを各部局等

において取りまとめ、入札監理課長へ提出するとともに第2項により公表しているプロ

ポーザル方式等発注見通しを修正し、公表するものとする。 

６ 入札監理課長は前項の提出があった場合は、随時、第3項により公表しているプロポ

ーザル方式等の発注見通しを修正し、公表するものとする。 

 

（契約結果の報告） 

第１６条 契約権者は、プロポーザル方式等で契約した業務について、プロポーザル方式

等契約結果一覧（様式第2号）により毎月の契約結果をとりまとめ、翌月の15日までに

予算主管課長に送付するものとする。 

２ 予算主管課長は前項において送付のあったプロポーザル方式等契約結果一覧を部局等

ごとに取りまとめ、その月の20日までに入札監理課長へ報告するものとする。 

 

（福島県入札制度等監視委員会における審議） 

第１７条 福島県入札制度等監視委員会において、必要に応じて委員の抽出によりプロポ

ーザル方式等の運用状況等を審議するものとする。 

 

（その他） 

第１８条 この要領に定めのない事項及びこれにより難い事項については、必要に応じて

別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和4年4月1日以降に募集要領を公示するものから適用する。 

 

 

※様式第1号～2号は省略 
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福島県プロポーザル方式・コンペ方式（測量等以外）実施要領の運用（案） 

 

第２条関係 

プロポーザル方式等には、広く多くの者から提案を募る「公募型」と発注者が指名し

た者から提案を募る「指名型」があるが、本要領はプロポーザル方式等の競争性及び公

平性の観点から「公募型」を基準とする。 

なお、「指名型」とせざるを得ない場合については、実施決定を行う起案の際に、その

理由を明記する。  

 

第３条関係 

１ 競争入札に適さない業務とは例えば以下の業務をいう。 

（１） 高度な専門知識や創造性、構想力等が要求される業務 

（２）業務の実施方法において事業者からの提案を受け、その企画内容を審査、評価し

た上で当該仕様書を確定する方が優れた成果が期待できる業務 

２ 競争入札に適さない理由及び根拠の明示については、実施決定を行う起案の際に明記

する。 

  また、例年プロポーザル方式等により事業を実施している業務については、ノウハウ

等の蓄積ができない理由についても明記する。  

 

第４条関係 

  第1項第2号の「福島県における入札参加資格制限措置要綱の規定」とは、福島県建

設工事等入札参加資格制限措置要綱、自動販売機の設置の用に供するための行政財産貸

付入札参加制限措置要綱、福島県庁舎等維持管理業務入札参加資格制限措置要綱、福島

県森林整備業務等入札参加資格制限措置要綱、福島県物品購入等競争入札参加資格制限

措置要綱をいう。  

 

第５条関係 

１ 第1項第3号の「業務仕様」の募集要領への明示については、仕様書を別に作成して

いる場合はその仕様書の添付をもって替えることができる。 

２ 第1項第6号の「実施のスケジュール」とは、参加申込書の提出期限や企画提案書の

提出期限、提出をうけた企画提案書の審査時期等を示すものとする。 

３ ヒアリングを公開で行う場合であって、ヒアリング対象者の他者のヒアリングの傍聴

の可否について定めた場合はその旨、第2項第10号の「プロポーザル又はコンペ審査委

員会を公開で行う場合は、その旨」に含め、募集要領に明示する。 

４ 次の場合はその旨募集要領に明示する。 

（１）企画提案書の作成にあたり既存資料の閲覧又は写しの提供を認める場合 

（２）説明会を実施する場合 

（３）企画提案書を公表する場合 

（４）契約候補者と契約を締結することができなくなった場合において、次点の者を候

補者とする場合はその旨 
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５ 最も優れた企画提案者又は最も優れた企画提案を選定するための評価基準については、

募集要領により明示するものとする。 

６ 募集要領の公示の日から参加申込書提出期限までの期間は、必要な事業者に周知され、

多くの事業者が参加することで、多様な提案により、よりよい企画提案を選定すること

が可能となることから、プロポーザル方式等を採用した趣旨、目的を損なわないように

十分な期間を確保すること。また、参加申込書提出期限から企画提案書提出期限までの

期間についても、上記趣旨、目的を損なわないように定めること。 

７ 質問書及び回答書は記載例1-1及び1-2を参考に適宜作成すること。 

 

第６条関係 

１ 第4条で定める資格の確認については、例えば誓約書を提出させることにより資格を

確認したものとすることができる。ただし、第4条第1項第2号については、福島県公

式ホームページ等により確認すること。 

２ 参加申込書等は記載例2-1及び2-2を参考に適宜作成すること。 

３ 参加申込書を郵送による提出とする場合は、提出期限の日までに到着したものまで有

効とする。 

 

第７条関係 

 企画提案書等を郵送による提出とする場合は、提出期限の日までに到着したものまで

有効とする。 

 

第８条関係 

  募集要領等で示す条件に違反した企画提案書とは、参加資格のない者が提出した企画

提案書や見積限度額を超えた金額となる企画提案書、参加申込書や企画提案書等が提出

期限までに到着しない場合等をいう。 

 

第９条関係 

１ 「有識者」とは、発注する業務に関して専門的な知識を有する者として契約権者が判

断した者をいう。 

２ 審査にあたっては、募集要領に記述した評価項目、評価の着眼点、判断基準によるこ

ととし、記述していない評価項目、評価の着眼点、判断基準に基づく評価をしてはなら

ない。 

３ 一次審査の結果、二次審査の対象としなかった者がいる場合は、二次審査の結果によ

って二次審査の対象者を選定した根拠（一次審査において付与した得点）を変更しては

ならない。三次以上の審査を行う場合、順次同じとする。 

４ 業務の内容がこれに適さない場合とは、例えば、コンペ方式を採用する場合において、

一次審査のみで優れた企画提案を決定することができる場合は二次審査を省略すること

ができる。 

５ 審査基準を満たさない場合とは、例えば評価を点数化している場合で、評価点数が０

点となる企画提案書や下限値を設定した場合において、その下限値を下回る提案書等が
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考えられる。 

 

第１１条関係 

  プロポーザル又はコンペ方式の審査結果の通知については記載例3を参考に適宜作成

すること。 

 

第１２条関係 

 プロポーザル方式を採用する場合において、第6条第2項第4号の「業務仕様」の募

集要領への明示の際に、契約候補者が提出した企画提案書の内容を仕様書に反映するこ

とについては、例えば次のように明示する。 

（記載例） 

なお、具体的な手法については、企画提案書の選定後に、提案内容を反映して決

定し、仕様書を作成する。 

 

第１３条関係  

１ 第4号の「公示期間」とは、募集要領を公示した日、参加申込書の提出期限日、企画

提案書の提出期限日をいう。 

２ 第7号の「その他必要な事項」については、業務の内容に応じて契約権者が定めるも

のとし、記載例4を参考に公表すること。例えば、「その他必要な事項」として、契約候

補者に加え、参加者全ての氏名や評点等を公表する場合が考えられる。 

 

 

 

 

※記載例1～4は省略 


